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資料２ 

入間市障害者福祉事業の見直しについて 

 

〇見直しの対象事業 

  入間市重度心身障害者福祉手当給付事業 
 

〇事業の目的 

  在宅の重度心身障害者に対し、手当を支給することにより、生活の向上と福祉の増進を図る。 
 

〇給付対象者及び手当額 

身体障害者手帳 1・2級、療育（知的）手帳○A・A・B、精神障害者保健福祉手帳 1級の方。 

なお、施設に入所されている方、平成 22年 4月 1日以降に 65歳以上で新たに手帳を取得した方

は対象外。また、対象者本人に市町村民税（住民税）の課税がある場合は支給停止。 

身体 療育 精神 手当額（月額） 参考（県補助基準額） 

１級・２級 ○Ａ・Ａ １級 6，000円 ※1 5,000円 

― Ｂ ※2 ― 6，000円 ― 

上記のうち、特別障害者手当等受給者 ※3 1，750円 ― 

※補助割合は、県1/2、市1/2。 

※1 県補助基準額（月額5，000円）に市単独で1,000円を上乗せしている。 

※2・※3 市単独で対象（横出し）としている。 
 

〇給付対象人数 

身体 療育 精神 特別障害者 

手当等受給者 1級 2級 ○Ａ  A B 1級 

736人 400人 126人 185人 291人※4 89人 82人 

 ※4 療育 Bの 291人のうち、20歳未満 70人、20歳以上 221人 

 参考：令和 5 年度末給付対象者 1,801 人の内 314 人が住民税課税による支給停止中。実受給者

1,487人。 
 

〇事業決算額 

令和2年度 令和3年度 令和４年度 令和５年度 

101,448,250円 101,952,000円 103,４６８,７50円 102,356,250円 
 

〇県内自治体の給付対象者状況 

身体 療育 精神 

１級 63 ○Ａ    63 １級 63 

２級 63 Ａ   63 ２級 12 

３級  8 Ｂ   26  

 C    2  

※横出し（対象者の追加）を行っている自治体は、入間市を含めて26。 
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〇県内自治体の手当額（等級や年齢によって額が異なる自治体は最も高い金額で集計） 

10,000円   1（川島町） 

9,500円   1（川越市） 

   9,000円   2（行田市・所沢市） 

   8,000円   5（蕨市・戸田市・志木市・和光市・杉戸町） 

   7,000円   2（狭山市・加須市） 

   6,000円   1（入間市） 

   5,000円  51（上記以外の自治体） 

 

 

〇事業を見直す理由 

市では、在宅の重度心身障害者に対し、生活の向上と福祉の増進を図るため、昭和５４年度か

ら重度心身障害者福祉手当給付事業を実施しています。本事業については、埼玉県の補助を受け

実施していますが、県の補助基準等を上回る内容（県補助基準額に市単独で金額を上乗せ、市単

独で補助対象者を拡大）となっています。 

しかしながら、事務事業の評価と見直しを重点的に進めるための「いるまドック」において、

令和５年度本事業が対象となり、査定の結果「要改善」との評価がされました。 

このことから、これまで担当課において事業の確認や検討等を行ってきたところです。 

障害福祉サービスを始めとする今後の市の障害者支援に関する事業の安定的・継続的な運営を

維持するため、本事業について見直しを行いたいものです。 
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入間市の現状 

〇手当の給付対象者及び給付額 

身体障害者手帳1・2級、療育（知的）手帳○A・A・B、精神福祉手帳1級の方。 

なお、施設に入所されている方、平成22年4月1日以降に65歳以上で新たに手帳を取得した方は

対象外。また、対象者本人に市町村民税（住民税）の課税がある場合は支給停止。 

 

身体 療育 精神 手当額 

1級・2級 ○Ａ・Ａ 1級 6,000円 

― Ｂ ― 6,000円 

上記のうち、特別障害者手当等受給者 1,750円 

 

 

見直し案 

〇手当の給付対象者及び給付額 

身体障害者手帳1・2級、療育（知的）手帳○A・A・B、精神福祉手帳1級の方。ただし、療育手帳

Bの方は20歳の誕生月まで。 

なお、施設に入所されている方、平成22年4月1日以降に65歳以上で新たに手帳を取得した方は

対象外。また、対象者本人に市町村民税（住民税）の課税がある場合は支給停止。 

 

身体 療育 精神 手当額 

1級・2級 ○Ａ・Ａ 1級 
5,000円 

（上乗せ1,000円廃止） 

― 
Ｂ 

（20歳の誕生月まで） 
― 

5,000円 

（上乗せ1,000円廃止） 

上記のうち、特別障害者手当等受給者 廃止 

 

※「療育Bの20歳の誕生月まで」を給付対象者とする理由 

現状、療育Ｂの方を給付対象としており、また本市が取り組む子育て支援策の一つとして、「20

歳の誕生月まで」を給付対象者とするもの。 

なお、20歳に到達した療育Ｂの方が障害年金を請求した場合、多くが受給できている。 

 

 

〇事業見直しのスケジュール 

・R6.11.14 令和６年度第２回入間市障害者福祉審議会へ諮問 

・R7.1.16  令和６年度第３回入間市障害者福祉審議会で審議 

・R7.3.4  令和６年度第４回入間市障害者福祉審議会において審議会から答申 

・R7.9   入間市議会９月定例会へ条例の一部改正を上程 

・R7.10～  新規を含めた受給者へ周知 

・R8.4～  事業見直しを適用 
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○入間市重度心身障害者福祉手当支給条例 

昭和５４年４月１日 

条例第６号 

注 平成元年６月から改正経過を注記した。 

（目的） 

第１条 この条例は、障害者に重度心身障害者福祉手当（以下「手当」という。）を支給することによ

り、障害者の生活の向上と福祉の増進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、「障害者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

(1) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項に規定する身体障害者手帳の

交付を受けている者であつて、身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第

５号に定める当該障害の程度が１級又は２級に該当するもの 

(2) 埼玉県療育手帳制度要綱（平成１４年埼玉県告示第１３６５号）に規定する療育手帳の交付を

受けた者であつて、当該障害の程度が（(A)）、A又はBに該当するもの 

(3) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条に規定する児童相談所の長又は知的障害者

福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条に規定する知的障害者更生相談所の長が、障害の程度

について、最重度、重度又は中度であると判定した者 

(4) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条第２項に規

定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者であつて、当該障害の程度が１級に該当する

もの 

(5) 前各号に掲げる者に相当すると市長が認めた者 

(6) 前各号に掲げる者のほか、特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（昭和５０年政令第

２０７号）別表第１に定める程度の障害の状態にあると市長が認めた者 

（平１１条例６・平１７条例４５・平２１条例２８・一部改正） 

（受給資格等） 

第３条 手当は、市内に住所を有する障害者に対して支給する。ただし、次の各号のいずれかに該当す

る者に対しては、支給しない。 

(1) ６５歳以上の者（６５歳に達した日の前日において障害者であり、引き続き障害者である者を

除く。） 

(2) 規則で定める施設に入所している者 

２ 手当を受けようとする者は、規則で定める申請書を市長に提出し、受給資格の認定を受けなければ

ならない。この場合において、障害者が次の各号のいずれかに該当するときは、その保護者（親権を

行う者、後見人その他の者で現に本人を保護している者をいう。以下同じ。）が代わつて申請を行う

ことができる。 
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(1) 障害者が未成年者であるとき。 

(2) 障害者が本人の意思で申請行為ができないとき。 

３ 市長は、受給資格の認定をしたときは、規則で定める通知書により、当該申請者にその結果を通知

するものとする。 

（平２１条例２８・一部改正） 

（受給資格の喪失） 

第４条 前条の認定を受けた者（以下「受給者」という。）が次の各号のいずれかに該当するに至つた

ときは、手当の受給資格を失う。 

(1) 市内に住所を有しなくなつたとき。 

(2) 障害者に該当しなくなつたとき。 

(3) 規則で定める施設に入所したとき。 

(4) 死亡したとき。 

(5) 手当の受給を辞退したとき。 

２ 受給者又はその保護者は、前項各号のいずれかに該当することになつたときは、速やかに規則で定

める届出書を市長に提出しなければならない。 

（平２１条例２８・一部改正） 

（手当の額） 

第５条 手当の額は、障害者１人につき月額６，０００円とする。ただし、特別児童扶養手当等の支給

に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）第１７条の規定に基づく障害児福祉手当、同法第２６条

の２の規定に基づく特別障害者手当又は国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４

号）附則第９７条第１項の規定に基づく福祉手当の支給を受けている者（規則で定める超重症心身障

害児である者を除く。）にあつては、障害者１人につき月額１，７５０円とする。 

（平２１条例２８・全改） 

（支給期間） 

第６条 手当の支給の期間は、申請の日の属する月の翌月（これらの日が月の初日であるときは、その

日の属する月）から受給資格を失つた日の属する月までとする。 

（変更の届出） 

第７条 受給者又はその保護者は、受給者の住所、氏名等に変更があつたときは、速やかに規則で定め

る届出書を市長に提出しなければならない。 

（支給制限） 

第８条 手当は、受給者の前年の所得（１月から７月までの月分の手当については、前々年の所得とす

る。）に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税が課されたときは、当

該市町村民税が課された年度の初日が属する年の８月分から翌年７月分までは、支給しない。 

２ 市長は、受給者又はその保護者がこの条例若しくはこの条例に基づく規則に違反したと認めるとき
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は、手当の全部又は一部を支給しないことができる。 

（平１７条例４５・一部改正） 

（手当の返還） 

第９条 市長は、偽りその他不正の手段により、手当の支給を受けた者があるときは、手当の全部又は

一部をその者から返還させることができる。 

（状況調査） 

第１０条 市長は、必要があると認めたときは、障害者又はその保護者に対し、受給資格等について調

査を行うことができる。 

（委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和５４年４月１日から施行する。 

（入間市重度心身障害児童手当支給条例の廃止） 

２ 入間市重度心身障害児童手当支給条例（昭和４４年条例第１５号。以下「旧条例」という。）は、

廃止する。 

（手当の支給に関する経過措置） 

３ この条例の施行の際、現に障害者又は障害児である者で、市長が指定する日までに第３条第１項の

規定に基づく申請をした者に対する手当の支給については、第６条の規定にかかわらず、昭和５４年

４月分から支給する。 

４ この条例施行の際、現に旧条例第３条の規定に基づく受給資格の認定を受けている者は、第３条の

規定による受給資格の認定を受けたものとみなす。 

（入間市重度心身障害児童手当に関する規定の適用） 

５ 旧条例の規定に基づく手当の支給については、なお、従前の例による。 

（平２１条例２８・旧第６項繰上） 

（平成２２年３月３１日において障害者であつた者に係る特例） 

６ 第３条第１項第１号の規定は、平成２２年３月３１日において障害者であり、引き続き障害者であ

る者については、適用しない。 

（平２１条例２８・追加） 

附 則（昭和５４年条例第１９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和５４年１０月１日から施行する。 

（手当の支給に関する経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に障害者である者で、市長が指定する日までに第３条第１項の規定に基づ
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く申請をした者に対する手当の支給については、第６条の規定にかかわらず、昭和５４年１０月分か

ら支給する。 

附 則（昭和５５年条例第４０号） 

この条例は、昭和５６年１月１日から施行する。 

附 則（昭和５６年条例第１０号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和５６年３月分から適用する。 

附 則（昭和５６年条例第２４号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和６１年条例第１１号） 

この条例は、昭和６１年４月１日から施行する。 

附 則（平成元年条例第１９号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成元年８月１日から施行する。 

附 則（平成１１年条例第６号） 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年条例第１０号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年条例第４５号） 

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際、現に受給者である者又はこの条例の施行の日から平成１８年７月３１日まで

の間に受給者となる者（以下「受給者である者等」という。）について、受給者である者等の前々年

の所得に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税が課されているときは、

平成１８年４月分から同年７月分まで（この条例の施行の日から平成１８年７月３１日までの間に受

給者となる者にあっては、申請の日の属する月の翌月（これらの日が月の初日であるときは、その日

の属する月）分から平成１８年７月分まで）の手当は、支給しない。 

附 則（平成２１年条例第２８号） 

この条例は、平成２２年１月１日から施行する。ただし、第３条の改正規定及び附則に一項を加える

改正規定は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

 


